
【資料３】後期基本計画策定検討委員会の意見と担当課回答

《内訳》

・【検討委員会意見集約】１ 施策の成果目標

・【検討委員会意見集約】２ 施策の内容
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- 1/1 -【検討委員会意見集約】１　施策の成果目標

目標値
（R13年度）

担当課
関連施策名
（章-節-施策）

委員意見 担当課回答

直売所会員売上額（市内3か所） 40,000万円 農林課
魅力ある農業経営の確立

（2-4-2）
単位を「４億円」にした方が分かりやすいのではないか。 修正する

65歳健康寿命（要支援1）
65歳平均余命の増加分を上回る

65歳健康寿命の増加
健康課

健康づくりの充実
（4-1-1）

「６５歳健康寿命」を測る指標でありながら、定義（要支
援１と要介護２以上）と目標値の設定方法が異なってい
るので統一できないのか。

現状維持

65歳健康寿命（要介護2以上） 延伸 高齢者支援課

健康づくりと介護予防・フレイル予防
の推進
（4-4-1）

「６５歳健康寿命」を測る指標でありながら、定義（要支
援１と要介護２以上）と目標値の設定方法が異なってい
るので統一できないのか。

健康課に合わせて修正

生涯学習コーディネーター養成講座受講者数
（１年度当たり）

10人 生涯学習推進課
生涯学習の推進
（5-2-1）

全体的に「１年度あたり」、「累計」の表記を統一するべ
き。

統一する

年２回設定のふれあい（いじめ防止強化）月間におけるア
ンケート調査の実施校率の割合が１００％の項目数

18項目 指導室
人権尊重の推進
（5-1-1）

指標内容が具体的に何を示すのかが分かりにくい。
「いじめ防止対策の実施校率
100％の項目数」に修正する

部活動の地域移行数
6部（文化部）
全部（運動部）

指導室
生涯学習推進課
スポーツ推進課

教育環境の整備
（5-4-2）

教育方針では「地域展開」という用語が使われているた
め、「地域展開数」に修正するべきではないか。

修正する

図書館貸出冊数 542,000冊 図書館
社会教育の推進
（5-5-1）

来館者の増加に伴った貸出冊数の目標値について、根
拠は何か。

令和６年度の貸出冊数（507,654
冊）を基準にして、来館者数と共に
貸出冊数が毎年1％増加すること
を想定して算定

健全化判断比率
・実質公債費比率
・将来負担比率

5.8％
36.0％

財政課
財政健全化の推進

（6-1-1）

令和８年度の目標値と同じ指標だが、今後公共施設の
再編など大規模事業が見込まれる中で、この指標で問
題ないか。

給食センターの借り入れや、元金
償還開始年度を踏まえて推計して
いる

後期基本計画（骨子案） 検討委員会

内容

第2章　産業振興分野
第4節　消費者志向に合わせた都市型農業の推進

第4章　保健福祉分野
第1節　市民が生涯を通じて健康で安心して暮らせる保健・医療等の充実

第4節　高齢者が安心して生活できる福祉の充実

第5章　教育・文化・スポーツ分野
第2節　生涯学習社会の振興

第3節　青少年の健全育成の推進

第4節　個性を生かす学校教育の充実

第5節　社会教育の推進

第6章　行財政分野
第1節　財政運営の健全化



- 1/1 -【検討委員会意見集約】２　施策の内容

目標とする姿 担当課 関連する施策の成果目標 委員意見 担当課回答

第3章　市民生活・環境分野

第2節　安全な暮らしを守る地域づくりの推進

1　防災・消防対策の推進

②人材の育成や地域防災力の強化

○災害に強いまちづくりと地域力の強化を図るため、防災・安心地
域委員会や町内会・自治会などの自主防災組織による地域ぐるみ
の活動を支援するとともにこどもへの防災教育を推進する。
○地域防災力を強化するため、自助と共助の意識を醸成し、防災・
安心地域委員会と共に地域防災の中核を担う「地域防災リー
ダー」を育成する。
○市や国、東京都の防災に関する取組や地域の防災に関する情
報などを市民や事業者に周知し、防災意識の向上を図る。
○市民の自助意識を醸成し、市民が個々に必要なものを備える家
庭内備蓄の推奨に努める。

地域防災課

○地域防災リーダー数
○消防団員数
○家庭内備蓄の実施率

目標とする姿にある「こども」という表記について、漢字の「子
ども」に統一するべきではないか。

修正する

⑥国土強靭化の推進
○大規模自然災害などが起こっても、地域社会経済が機能不全に
陥らず、迅速な復旧復興ができるよう、国土強靭化地域計画に基
づき、国土強靭化の取組を推進し、防災・減災につなげる。

企画政策課
地域防災課
住宅政策課
農林課
建設課

生活環境課
生活排水対策課
商工振興課

観光まちづくり推進課

○地域防災リーダー数
○消防団員数
○家庭内備蓄の実施率

災害時の停電に備え、避難所となる防災施設に電気がないと
避難者が困窮する。東京都の取組事例として、防災拠点に太
陽光発電等を設置し、レジリエンスを強化する動きがある。こ
のような取組を計画に追加することが、防災施設の整備や国
土強靭化の推進に繋がるのではないか。

担当課追加
（環境政策課）

第4節　水と緑に恵まれた生活環境づくりの推進

1　生物多様性保全の推進

①自然環境の保全の推進
○地域の特性に応じた環境の保全や郷土の恵みの森づくりを推進
し、生物多様性の維持・向上を図る。

環境政策課 ○「生物多様性」という言葉の認知度

②希少動植物保護の推進
○希少種や保全すべき種の生息・生育状況等を把握し、モニタリン
グを継続することで保護を推進する。

環境政策課 ○「生物多様性」という言葉の認知度

③外来種対策の推進
○国や東京都、近隣市町村との連携の下、生物多様性や農業に
影響を及ぼす外来種への対策を推進する。

環境政策課 ○「生物多様性」という言葉の認知度

第4章　保健福祉分野

第2節　安心して子どもを産み育てられる環境の整備

1　子どもたちが健やかに育つ環境の整備

③特に支援を必要とする子どもへの支援の充実

○特に支援を必要とする子どもたちへの支援の充実を図るため、
障がい児やその家族に対する各種手当・助成金の支給、障がい児
療育体制の充実、特別支援教育の推進、子どもやその保護者の
生活実態に応じた支援、外国につながる子どもへの多言語による
情報提供などの取組を実施する。

こども政策課
障がい者支援課

指導室
保育課

こども家庭センター

○保育園等待機児童数
○るのキッズアプリ登録者数

「外国につながる子どもへの多言語による情報提供などの取
組を実施」という表現が分かりにくい。

「外国につながる子ども」とは、国籍
に関わらず、保護者のどちらかまた
は両方が外国出身者であり、言語・
文化・価値観において多様な背景を
持つ子どもたちの意味

第5章　教育・文化・スポーツ分野

第3節　青少年の健全育成の推進

2　地域や家庭での健全育成

①健全育成活動の充実

○健全な家庭づくりを推進するための啓発活動や学習機会の提供
に取り組むとともに、地域でリーダーとして活動できる人材の育成
及び青少年健全育成団体やＰＴＡなどへの支援する。
○子どもが言葉を学び、生きる力を身に付けていくためなどに必要
な読書活動を推進する。

生涯学習推進課
図書館

○親子鑑賞会の参加者数
○コミュニティ・スクールの導入

②学校・家庭・地域の連携及び協働による教育環
境の充実

○学校を核として地域住民等の参画や地域の特性を生かした事業
を展開し、子どもたちの教育環境の充実を図る。

生涯学習推進課
指導室

○親子鑑賞会の参加者数
○コミュニティ・スクールの導入

関連する成果目標の内容が一致していないのではないか 修正する

後期基本計画（骨子案） 検討委員会

内容

関連する施策の成果目標が、すべて同じ指標（「生物多様性」
という言葉の認知度）になっているがそれでよいのか。

現状維持

関連する施策の成果目標にある「コミュニティ・スクールの導
入」という記述は、既に導入済みのため不要ではないか

削除する

③子ども・若者の社会参加及び社会的自立の支援
の検討

○社会参加及び社会的自立の支援の体制・仕組みを構築していく
ことを検討する。

生涯学習推進課
○親子鑑賞会の参加者数
○コミュニティ・スクールの導入



- 1/1 -【検討委員会意見集約】前期基本計画からの主な変更点（１　施策の成果目標）

実績値
（R2年度）

目標値
（R8年度）

目標値
（R13年度）

担当課
関連施策名

（章-節-施策）
改定分類 改定理由 委員意見 担当課回答

「産業系土地利用面積」の目標が削除されることにより、第２章第
１節の成果目標が「事業所の従業者数」のみとなる。代替指標と
して、「秋川高校跡地の今後の進捗」など、具体的な開発プロジェ
クトの進捗を目標として追加できないか。

「産業系土地利用転換地区数（圏央道イン
ターチェンジ周辺地区）」を代替指標として追
加する。

産業祭は事業者のＰＲの場であり地域の産業振興に繋がるた
め、「地域特性を生かした産業振興の促進」の指標として「産業祭
の来場者数」を追加するのはどうか。

産業祭の来場者数は天気に左右されるた
め、指標には追加しない。

○全国学力学習状況調査における 各教科の平
 均正答率意識調査の肯定的回答の割合（対象：
小学校６年生・中学校３年生）

小学校　62%
中学校　60%
（令和3年度）

65.0% 95.0% 指導室
教育内容の充実

（5-4-1）
修正

正答率のような学力指数ではなく、主体的・対話的で
深い学びを指標にするため修正する。

成果目標を各教科の平均回答率から、意識調査の肯定的回答
の割合に変更しているが、まちづくりの方向性に「確かな学力」と
いう記載がある中で、肯定的な回答の割合だけで学力が測定で
きるのか。

「確かな学力」とは、知識や技能はもちろんの
こと、これに加えて、学ぶ意欲や自分で課題
を見付け、自ら学び、主体的に判断し、行動
し、よりよく問題解決する資質や能力等まで
含めたものになる。
そのため、正答率のような学力指数だけでな
く、ICTを生かした主体的な学習環境等を整
備し、子どもたちの肯定的な意識形成を図る
ことが、確かな学力につながると考えている。

検討委員会

内容

第2章　産業振興分野
第1節　地域特性を生かした産業振興の促進

第5章　教育・文化・スポーツ分野
第4節　個性を生かす学校教育の充実

産業系土地利用面積
（武蔵引田駅北口土地区画整理事業区域内）

0ha
2.8ha

（令和7年度）
区画整理推進室

産業振興の推進
（2-1-1）

削除
事業自体は令和14年まで継続するが、目標値は達成
したため削除する。



- 1/1 -【検討委員会意見集約】前期基本計画からの主な変更点（２　施策の内容）

目標とする姿 担当課 関連する施策の成果目標 改定分類 改定理由 委員意見 担当課回答

第3章　市民生活・環境分野

第2節　安全な暮らしを守る地域づくりの推進

1　防災・消防対策の推進

②人材の育成や地域防災力の強
化

○災害に強いまちづくりと地域力の強化を図るため、
防災・安心地域委員会や町内会・自治会などの自主
防災組織による地域ぐるみの活動を支援するととも
に子どもへの防災教育を推進する。
○地域防災力を強化するため、自助と共助の意識を
醸成し、防災・安心地域委員会と共に地域防災の中
核を担う「地域防災リーダー」を育成する。
○市や国、東京都の防災に関する取組や地域の防
災に関する情報などを市民や事業者に周知し、防災
意識の向上を図る。
○市民の自助意識を醸成し、市民が個々に必要なも
のを備える家庭内備蓄の推奨に努める。

地域防災課
（防災担当）

○地域防災リーダー数
○消防団員数
○家庭内備蓄の実施率

修正
町内会・自治会未加入への防災力を強化するため、子どもへの防
災教育を推進する。

新たに「子どもへの防災教育を推進する」という文言が
追加されたが、それに対応する成果目標が設定される
べきではないのか。

現状維持
※危機管理担当課長を設置し、
学校の出前授業も行っていること
から、子どもへの防災教育の文
言を追加したが、取組を始めたと
ころであり、指標設定については

尚早である。

第4節　水と緑に恵まれた生活環境づくりの推進

2　水環境の充実

担当課から「生活環境課」が削除されているが、「清流
保全条例」には雨水の地下浸透に関する記述があり、
この条例の所管は生活環境課であるため、担当課とし
て残すべきではないか。

担当課修正
（生活環境課を担当課に戻す）

削除した部分について、総合計画38ページの「まちづく
りの方向性」の内容と一致しており、元の記述に戻す
べきではないか。

現状維持
※修正した内容でも総合計画の
「まちづくりの方向性」と齟齬はな

い。

第4章　保健福祉分野

第5節　地域福祉の推進

1　地域福祉の推進

③ お互いに支え合い、助け合う地
 域づくりゆるやかにつながるまちづ
くり

○身近な地域でみんなが 互いに支え合い、育ち合う
まちをめざし、 助け合える力を高めるため、町内会・
 自治会や民生委員・児童委員、ふれあい福祉委員
 （社会福祉協議会）など、地域における連携強化を図
 り、様々な課題をもつ要支援者を地域全体で支えて
 いけるよう、地域の活動等を支援地域で活動する人
や団体への支援や担い手の確保・育成、地域住民
間の交流促進、生活環境の形成、人権や福祉に対
する意識の向上等に取り組む。

福祉総務課

 ○地域の団体・機関の認知度
 ○地域の行事や活動への参加経
 験
○施策の充実度

「地域保健福祉計画」の表現に合わせて、全体的に修正する。

「地域保健福祉計画」に合わせて前期計画から大きく
内容が変更されているが、総合計画の基本理念④（お
互いが支え合い、育て合うまちづくりを進めよう）と同内
容のため、元に戻すべきではないか。

修正
（内容を以前のもの（「お互いに
支え合い、助け合う地域づくり」）

に戻す。）

検討委員会

内容

②雨水対策の推進

 ○道路等の透水性舗装や浸透ますの設置により、
 地下水のかん養と河川の水量を確保するとともに、
 災害の防止を図るため、雨水対策を推進し、地下水
 脈の保全を図る
○道路等の透水性舗装や浸透桝の設置、緑地等に
よる雨水浸透の促進により、地下水の涵養と河川の
水量を確保するとともに、災害の防止や地下水脈の
保全を図るため、雨水浸透対策を推進する。

 生活環境課
住宅政策課

建設課
環境政策課

生活排水対策課

○環境基準の達成率（大気、水質
等）（再掲）

修正

現行計画の目標とする姿では、文脈的に道路等の雨水浸透が地下
水脈の保全を目的にしているようにみえる。住宅政策課（開発行為
関係）や建設課（道路整備関係）における浸透処理は道路等が適正
に利用でき、災害等の発生を防止する事を目的とするためである。
そのため、文章の内容を変更する。

なお、緑化等による地下水涵養等であれば、環境政策課が担当課
に追加する事も考えられる。また、あきる野市の下水道事業は、汚
水と雨水を一緒に処理する「合流式」でなく、汚水と雨水を別々に処
理する「分流式」を選択している。このため、雨水処理については、
本来、下水道担当部署が関与するものと考える。
そのため、担当課の追加を行う。

統合


